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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第52期

第２四半期
連結累計期間

第53期
第２四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (百万円) 20,878 21,546 39,524

経常利益 (百万円) 1,950 1,753 2,525

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,113 1,078 1,490

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,100 1,221 1,584

純資産額 (百万円) 22,238 23,188 21,870

総資産額 (百万円) 49,992 51,885 41,011

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 78.73 76.25 105.38

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.3 44.5 53.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,067 12,026 3,591

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,236 △4,661 568

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △108 △501 △108

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 21,314 19,522 12,659
 

 

回次
第52期

第２四半期
連結会計期間

第53期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 37.17 65.96
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

平成27年度の公共事業関係費は前年度と同水準となったものの、自然災害に対応するための事前防災・減災対

策ならびにインフラの修繕・更新といった老朽化対策に重点配分されるなど、当社グループの属する建設コンサ

ルタント産業の事業環境は堅調に推移しました。

このような状況下にあって、従来の技術分野におけるシェアの維持から拡大、未参入分野ならびに新分野、周

辺分野への業務領域の拡大に取り組んでまいりました。また、技術力によって契約企業を選定するプロポーザル

方式において当社の優位性を発揮するとともに、価格競争力も併せて強化することにより、計画に沿った受注の

確保と利益の計上を図りました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループ全体の受注高は前年同四半期比0.9％増の22,742百万円

（前年同四半期22,549百万円）となりました。売上高につきましては、21,546百万円（前年同四半期20,878百万

円）となり通期予想売上高の52.6％となりました。経常利益は1,753百万円（前年同四半期1,950百万円）と通期

予想経常利益の67.5％、四半期純利益は1,078百万円（前年同四半期1,113百万円）となり、通期予想当期純利益

の69.6％となっております。

（２）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は51,885百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,873百万円

の増加となりました。これは主に受託料収入等による現金及び預金ならびに有価証券の増加によるものであり

ます。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における総負債は28,696百万円となり、前連結会計年度末に比べ9,556百万円の

増加となりました。これは主に未成業務受入金の増加によるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は23,188百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,317百万円の

増加となりました。これは主に四半期純利益によるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は19,522百万円とな

り、前連結会計年度末と比べ6,862百万円の増加となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果取得した資金は12,026百万円（前年同四半期連結累計期間比14.5％減）となりました。これ

は主に未成業務受入金の増加額11,171百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は4,661百万円（前年同四半期連結累計期間比276.8％増）となりました。これ

は主に有価証券の取得による支出4,000百万円、投資有価証券の取得による支出230百万円、関係会社株式の取

得による支出285百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は501百万円（前年同四半期連結累計期間比364.2％増）となりました。これは

主に短期借入金純減額200百万円、配当金による支出254百万円によるものであります。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費用の総額は、411百万円であります。なお、当第２四半期連結累

計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,159,086 14,159,086
東京証券取引所市場
第一部

単元株式数 100株

計 14,159,086 14,159,086 ― ―
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 14,159,086 ― 3,025 ― 4,122
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（６）【大株主の状況】

  平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

建設技術研究所従業員持株会
東京都中央区日本橋浜町３丁目21－１
(日本橋浜町Ｆタワー)
［㈱建設技術研究所内］

1,481 10.5

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD
AC ISG (FE-AC)
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済事
業部)

378 2.7

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 371 2.6

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
(東京都港区浜松町２丁目11番３号)

354 2.5

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 349 2.5

住友生命保険相互会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都中央区築地７丁目18－24
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

300 2.1

第一生命保険株式会社
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町１丁目13－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラ
ンドトリトンスクエアタワーＺ棟)

269 1.9

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

188 1.3

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 180 1.3

大同生命保険株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪市西区江戸堀１丁目２番１号
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

174 1.2

計 ― 4,048 28.6
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

18,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,111,100
141,111 ―

単元未満株式
普通株式

29,786
― ―

発行済株式総数 14,159,086 ― ―

総株主の議決権 ― 141,111 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が4,100株(議決権の数41個)含まれており

ます。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が25株含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社建設技術研究所
東京都中央区日本橋浜町
３－21－１

18,200 ― 18,200 0.1

計 ― 18,200 ― 18,200 0.1
 

 

２ 【役員の状況】

（１）新任役員

該当事項はありません。

（２）退任役員

該当事項はありません。

（３）役職の異動

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,657 4,020

  受取手形及び完成業務未収入金 1,700 1,601

  有価証券 10,001 19,502

  未成業務支出金 13,493 13,222

  その他 1,070 964

  貸倒引当金 △11 ―

  流動資産合計 28,912 39,311

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 4,584 4,584

   その他（純額） 2,133 2,134

   有形固定資産合計 6,718 6,719

  無形固定資産 243 320

  投資その他の資産   

   その他 5,154 5,551

   貸倒引当金 △17 △17

   投資その他の資産合計 5,136 5,533

  固定資産合計 12,098 12,573

 資産合計 41,011 51,885

負債の部   

 流動負債   

  業務未払金 1,457 1,066

  短期借入金 850 650

  未払法人税等 722 784

  未成業務受入金 10,792 21,964

  賞与引当金 1,108 481

  役員賞与引当金 28 13

  業務損失引当金 106 78

  その他 2,194 2,556

  流動負債合計 17,260 27,595

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,463 725

  資産除去債務 126 127

  その他 290 248

  固定負債合計 1,879 1,101

 負債合計 19,140 28,696
 

 

EDINET提出書類

株式会社建設技術研究所(E04903)

四半期報告書

 9/18



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,025 3,025

  資本剰余金 4,122 4,122

  利益剰余金 14,856 16,015

  自己株式 △11 △12

  株主資本合計 21,992 23,152

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 611 663

  退職給付に係る調整累計額 △829 △731

  その他の包括利益累計額合計 △218 △68

 少数株主持分 96 104

 純資産合計 21,870 23,188

負債純資産合計 41,011 51,885
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 20,878 21,546

売上原価 15,252 15,829

売上総利益 5,625 5,717

販売費及び一般管理費 ※1  3,717 ※1  4,020

営業利益 1,907 1,697

営業外収益   

 受取利息 7 7

 受取配当金 14 18

 受取家賃 17 17

 その他 17 26

 営業外収益合計 56 69

営業外費用   

 支払利息 2 2

 支払手数料 2 2

 為替差損 7 6

 その他 0 1

 営業外費用合計 13 13

経常利益 1,950 1,753

特別利益   

 投資有価証券売却益 22 ―

 特別利益合計 22 ―

特別損失   

 固定資産処分損 2 4

 リース解約損 0 ―

 その他 0 ―

 特別損失合計 3 4

税金等調整前四半期純利益 1,970 1,748

法人税等 864 680

少数株主損益調整前四半期純利益 1,105 1,068

少数株主損失（△） △7 △9

四半期純利益 1,113 1,078
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,105 1,068

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4 51

 退職給付に係る調整額 ― 100

 その他の包括利益合計 △4 152

四半期包括利益 1,100 1,221

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,108 1,227

 少数株主に係る四半期包括利益 △7 △6
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,970 1,748

 減価償却費 175 171

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △11

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 39 ―

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） ― 63

 賞与引当金の増減額（△は減少） △89 △626

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10 △15

 業務損失引当金の増減額（△は減少） △40 △27

 受取利息及び受取配当金 △22 △25

 支払利息 2 2

 投資有価証券売却損益（△は益） △22 ―

 固定資産処分損益（△は益） 2 4

 リース解約損 0 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 1,287 98

 未成業務支出金の増減額（△は増加） △97 270

 業務未払金の増減額（△は減少） △943 △373

 未成業務受入金の増減額（△は減少） 12,675 11,171

 その他 △251 195

 小計 14,675 12,647

 利息及び配当金の受取額 23 23

 利息の支払額 △2 △2

 法人税等の支払額 △629 △641

 営業活動によるキャッシュ・フロー 14,067 12,026

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 ― △4,000

 有形固定資産の取得による支出 △57 △118

 無形固定資産の取得による支出 △38 △108

 投資有価証券の取得による支出 △86 △230

 投資有価証券の売却による収入 540 ―

 関係会社株式の取得による支出 △18 △285

 定期預金の預入による支出 △2,000 ―

 定期預金の払戻による収入 300 ―

 その他 123 81

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,236 △4,661

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 200 △200

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 リース債務の返済による支出 △53 △47

 配当金の支払額 △253 △254

 財務活動によるキャッシュ・フロー △108 △501

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,722 6,862

現金及び現金同等物の期首残高 8,592 12,659

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  21,314 ※1  19,522
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が129百万円、退職給付に係る負債が651百万

円および繰延税金資産が171百万円減少し、利益剰余金が336百万円増加しております。また、当第２四半期連結

累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）および「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げが行われることとなりました。これにともない、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の35.64％から、平成28年1月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては33.06％に、平成29年1月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.30％と

なります。この税率変更による影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

当社グループ従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

従業員 55百万円 48百万円
 

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

給料手当 1,501百万円 1,527百万円

賞与引当金繰入額 122 125 

役員賞与引当金繰入額 10 13 

退職給付費用 69 92 
 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

現金及び預金勘定 6,314百万円 4,020百万円

有価証券勘定 17,000 19,502

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,000 ―

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 ― △4,000

現金及び現金同等物 21,314 19,522
 

　

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 254 18 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

　

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月26日
定時株主総会

普通株式 254 18 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

当社グループの事業は、建設コンサルタントならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、当該事業以外に事業

の種類がなく単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 78.73円 76.25円

 (算定上の基礎)   

 四半期純利益金額(百万円) 1,113 1,078

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,113 1,078

 普通株式の期中平均株式数(千株) 14,141 14,140
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月６日

株式会社建設技術研究所

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   北　　方　　宏　　樹   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   滝　　沢　　勝　　己   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社建

設技術研究所の平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年１月１日から平成２７年６

月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社建設技術研究所及び連結子会社の平成２７年６月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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